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り、本市ではこれまでも、手話通訳者や要約

筆記者、盲ろう者通訳・介助者の派遣を実施

するとともに、人材養成の面では、手話通訳

者や手話奉仕員、点訳奉仕員の養成等を行っ

ており、今後とも、所要の財源確保や更なる

施策支援の充実に努めてまいります。 

 本市が発出する文書等への点字表記につ

きましては、ご希望に沿った対応ができるよ

う、本市各関係所属に働きかけてまいりま

す。  

また、本市が実施する市民向けの講演会等

には、必要に応じて手話通訳者や要約筆記者

を配置するとともに、手話通訳者等の派遣に

つきましては、積極的に活用するよう、本市

関係所属に対し周知を行ってまいります。ま

た、窓口等における手話 通訳者の配置につ

きましては、各区等における状況等を把握し

つつ、設置に向けた検討を続けてまいりたい

と考えております。 
 

3 

項
目 

「大阪市障がい者支援計画・第６期障がい

福祉計画・第２期障がい児福祉計画」の着実

な実行を要望するとともに、今年９月に出さ

れた国連障害者権利委員会の対日審査にお

ける勧告を踏まえた国の動向を注視しつつ、

現行の大阪市の施策について点検、検証した

上で、より一層、市内に住む障がい者・児が

住み慣れた地域で安心して暮らし続けてい

ける施策構築をおこなうよう要望する。  

また、グループホームの開設設置に公営住

宅の利用拡大を合わせて要望 する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課 

福祉局 障がい者施策部 障がい支援課 

電話：０６－６２０８－８０７１ 

電話：０６－６２０８－８２４５ 

令和３年３月に策定しました「大阪市障が

い者支援計画・第６期障がい福祉計画・第２

期障がい児福祉計画」に基づき、障がい者施

策を着実に推進してまいりますとともに、引

き続き、障がいのある人や学識経験者等から

ご意見をいただきながら、実施状況の点検、

検証等を行ってまいります。 

また、先般の「国連障害者権利委員会」に

おける総括所見・改善勧告を踏まえた国等の 

動向も注視しつつ、障がい者・児が住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けられるよう、

個々の多用なニーズやライフステージに沿

った支援施策を充実してまいりたいと考え

ております。 

本市におきましては、都市部におけるグル

ープホームに適した物件の確保の困難さに

対応するため、現在、市営住宅の活用を希望

するグループホーム事業者に利用可能な住

戸のマッチングを実施しております。 

今後も引き続き、関係局と連携して実施

し、グループホームの整備を進めてまいりま

す。 
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項
目 

昨年４月より、すべての事業者に合理的配

慮の提供を義務化した「大阪府障がい者差別

解消条例」が施行されており、また、今年度

中に国における「障害者差別解消法改正法」

の基本方針も閣議決定される見込みであっ 

て、内閣府からも同改正法の施行実施日まで

の周知啓発活動実施が示されていることか

ら、大阪市としても事業者に対する事前周知

を積極的におこなうよう要望する。  

また、同改正法施行後に増加が予測される

市内での相談・紛争解決の体 制強化と充実

を早急に図られるよう合わせて要望する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課  

電話：０６－６２０８－８０７５  

令和３年４月に大阪府の「障がい者差別解

消条例」が改正され、府内における事業者の

合理的配慮の提供が義務化されました。ま

た、改正障害者差別解消法の施行日が令和６

年４月１日に決定され、施行されればすべて

の事業者による合理的配慮の提供が義務化

されることになります。 

これまでも事業者への周知啓発に努めて

いるところでございますが、目前に迫る改正

法の施行を見据え、より効果的な周知啓発と

なるよう取り組んでまいります。 相談体制

につきましては、大阪市では、各区役所、各

区障がい者基幹相談支援センター、地域活動

支援センター、人権啓発・相談センターなど 

５８か所の相談窓口を設置しています。改正

法の施行にともない、 事業者からも合理的配 

 


